
   令和７年度前橋市こどもの大学等受験料支援補助金交付要項 

 

                        令和７年８月１日から適用 

 

取扱担当課 

 前橋市役所こども未来部こども支援課（前橋市保健センター２階） 

         電話 ０２７－２２０－５７０１（直通） 

         電子メールアドレス kodomo@city.maebashi.gunma.jp   

 

この補助金の交付目的、内容、交付手続等は、次のとおりです。 

交付目的 経済的課題を抱えるひとり親家庭や子育て世帯に対して、大学等を受験す

る際の受験料を補助することにより、こどもの進学に向けたチャレンジを後

押しすることを目的とします。 

用語の定義 １ 大学等 

大学、短期大学、専修学校（専門課程）及び高等専門学校（４年時）を

いう。 

 

２ 高校３年生等の受験生 

  令和７年度中に大学等の入学試験を受験する者であって平成１８年４ 

月２日以降に生まれた者 

 

３ 保護者等 

高校３年生等の受験生の生計を維持する父若しくは母、又は父母に代わ

って生計を維持する者であって高校３年生等の受験生と同一世帯（民法

（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める扶養義務者で申請

者と生計を同じくする者を含む。）の者 

 

４ 暴力団等に関与していない者 

  次のいずれにも該当しない者 

(1)暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）  

(2) 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう以下同

じ。）  

(3) 暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者  

(4) 暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者 

(5) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどして

いる者 

(6) 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与する

など直接的又は積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与

している者  

(7) 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利

用している者 



(8) 暴力団員と密接な交友関係を有する者 

 

内

容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交

付

申

請

の

手

続 

等 

 

補助対象

者 

交付申請日において本市に住民登録がある保護者等で次の１及び２の要

件に該当する者とします。 

なお、やむを得ない事情があると市長が認めた場合には、高校３年生等

の受験生本人による申請も可能とします。 

１ 申請者が次の区分のいずれかに該当すること 

（1）区分１：児童扶養手当受給者（一部支給停止を含む） 

（2）区分２：世帯員全員が令和７年度市町村民税非課税者（令和７年 

１月１日時点で日本国に住所を有していない者は対象外とし

ます｡） 

（3）区分３：生活保護受給者 

（4）区分４：ひとり親家庭の親又は養育者家庭の養育者であって令和７ 

年度所得が児童扶養手当受給者と同等の所得水準にある者 

       この場合においての所得の計算は、児童扶養手当法施行令 

第６条の７の規定は適用しない。 

２ 申請者及び高校３年生等の受験生が暴力団等に関与していない者で 

あること 

交付の対

象となる

事業及び

経費 

１ 交付の対象となる事業 

  補助対象者が養育している高校３年生等の受験生が大学等を受験する

際の受験料（大学入学共通テストを含む。）で令和７年４月１日から交付

申請日までに支払ったものです。ただし、振込手数料及び事務経費等は

除きます。 

交付金額 対象経費の全額とし、その額が５万３千円を超える場合は５万３千円を

上限とし、予算の範囲内で交付します。 

交付条件 １ この補助金は令和７年度において交付の対象となる高校３年生等の受

験生１人につき１回とします。 

２ 交付の対象となる受験料について他の自治体等から補助を受ける（見

込みを含む）場合には本補助金は利用できないものとします。 

３ 補助対象者は、補助事業の遂行に関する報告及び実地調査に応じるこ

とを求められた場合は、これに応じなければなりません。 

４ 補助対象者は、補助事業に係る支出を明らかにした書類等を常備し、

交付後５年間保存し、提出を求められた場合は、これに応じなければな

りません。 

５ 補助対象者は、前橋市補助金等交付規則（平成１０年前橋市規則第３

４号）、この要項及び交付決定兼確定通知書に記載の交付条件を遵守し、

事業を行わなければなりません。 

交付申請

の方法、

時期等 

１ 申請期間 

  令和７年１１月 1 日から令和８年３月６日まで 

  ただし、上記申請期限から令和８年３月３１日までの間に受験料を支 

払う予定のある者で、その受験料を含めて本補助金の申請を行う予定の

者については令和８年３月３１日まで 

２ 提出書類 

交付申請書兼誓約書兼実績報告書（様式第１号）に次の書類を添付 



し、補助対象者本人が申請してください。ただし、補助金の交付額が予

算額に達し次第、今年度の受付を終了します。 

（1）補助対象者１の該当する区分を確認することができる書類の写し。

ただし、本人からの同意に基づき前橋市が公簿等でその事実を確認

することができる場合には省略可能とします。 

区分１：児童扶養手当受給者証 

区分２：世帯員全員の課税（非課税）証明書 

区分３：生活保護受給者証 

区分４：申請者の課税（非課税）証明書 

（2）補助対象経費の支払いを証明する書類で次の記載のあるもの。 

なお、複数の書類をもって証明することも可能とします。 

（ア）受験校名 

（イ）受験料の額 

（ウ）受験者名（又は支払者名） 

（エ）領収日 

       ただし、大学入学共通テストの受験に関しては大学入学共通

テスト振替払込請求書兼受領書で代用可能とします。 

 （3）申請者と高校３年生等の受験生の関係を証明する書類 

次に該当する場合のみ提出してください。 

（ア）申請者が父母で高校３年生等の受験生と別居しており、かつ

その子を対象とした児童扶養手当を受給していない場合及び補

助対象者１の区分のうち区分４の要件で申請をする場合 

      戸籍謄本（戸籍全部事項証明書） 

    (イ) 申請者が養育者（祖父母等）で高校三年生等の受験生を対象

とした児童扶養手当を受給していない場合 

      養育状況に至った理由及び父母の状況を記載した書類 

（4）その他市長が必要と認める書類 

交付決定

の時期等 

 

１ 申請した日の属する月の翌月（申請した日の属する日が３月である場

合は、その月）末日までに交付の可否を決定します。 

２ 交付決定した場合は、交付決定兼確定通知書(様式第２号)により通知

します。 

３ 不交付決定した場合は、不交付決定通知書（様式第４号）により通知

します。 

請求の方

法、支払

時期等 

１ 補助金交付請求書（様式第３号）により請求してください。 

２ 交付決定後、補助金交付請求書が提出された日から起算して３０日以

内に補助金を支払います。 

交付決定

の取消し

又は補助

金の返還 

１ 次の場合は、補助金の交付決定の全部又は一部が取り消されます。 

(1) 偽りその他不正の手段により交付決定又は交付を受けたとき。 

(2) この要項、交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

２ 次の場合は、指定された期限までに、補助金を返還しなければなりま

せん。 

(1) 補助金の交付を受けた後、補助金の交付決定を取り消された場合、

その取消しに係る部分の金額 

(2) 交付を受けた補助金額が、交付の対象となる事業及び経費の実績額



に基づき積算し、確定した金額を超える場合、その超える部分の金額 

様

式 

申請書等

の様式 

１ 交付申請書兼誓約書兼実績報告書（様式第１号） 

２ 交付決定兼確定通知書（様式第２号） 

３ 補助金交付請求書（様式第３号） 

４ 不交付決定通知書（様式第４号） 

 


